
別紙
Ⅰ．事業評価総括表 

　（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

（単位：円）

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は間接交付

金事業者名
交付金事業に要した

経費
交付金充当額 備 考

2 地域活性化措置

1 地域活性化措置 奥州湖交流館管理運営事業 奥州市 4,400,000 4,400,000

宮古市閉伊川漁業協同組合増殖
事業補助金

宮古市 5,919,000 5,919,000

奥州市総事業費

6,000,000

宮古市総事業費

9,550,000



Ⅱ．事業評価個表

番号 措置名 交付金事業の名称

1 地域活性化措置 奥州湖交流館管理運営事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 奥州市

交付金事業実施場所 奥州市胆沢

交付金事業の概要

　奥州湖交流館は胆沢扇状地の自然、歴史及び文化を知ることのできる場並びに市民の交流の場であるほか、胆
沢ダム周辺の観光案内等を行うなど、市の観光施策にも貢献する施設です。この施設のサービスの向上と経費節
減を図るため、電源立地地域対策交付金を使用し、交流館の指定管理運営事業に充当するものです。
奥州湖交流館指定管理料（４月～11月分：各月ごとに指定管理料を支払い）

交付金事業に関係する都道府県又
は市町村の主要政策・施策とその
目標

第２次奥州市総合計画後期基本計画（計画期間　令和４年度～令和８年度：４－３観光物産の振興）
目標：令和5年度奥州湖交流館年間利用者数7,500人

事業開始年度 令和５年度 事業終了（予定）年度 令和５年度

事業期間の設定理由 ―



うち文部科学省分

うち経済産業省分

令和５年度

8

8

100

交付金事業の成果目標及び
成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和５年度

奥州湖交流館の年間利
用者数

利用者数実績数 成果実績 人 3,483

目標値 人 7,500

達成度 % 46

評価年度の設定理由

奥州湖交流館の開館期間は４月から11月のため、事業実施年度内に年間利用者数を把握できるためです。

交付金事業の定性的な成果及び評価

 平成27年度から当該事業を行い、サービス向上や施設環境の充実が図られ観光拠点として魅力を発信できまし
た。利用者数は目標には届きませんでしたが、引き続き次年度においても観光拠点として奥州湖周辺の魅力を発
信するなどし、サービス向上を図っていきます。

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

交付金事業の活動指標及び
活動実績

活動指標 単位

指定管理月数（８ヵ月）

活動実績 ヵ月

活動見込 ヵ月

達成度 %

交付金事業の総事業費等 備考令和３年度 令和４年度 令和５年度

総事業費 令和３～５年度総事業費

交付金充当額 13,200,000 円

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

計

交付金事業の担当課室 奥州市商工観光部商業観光課

奥州湖交流館の管理に関する
年度協定書 随意契約 一般社団法人いわて流域ネットワーキング 8,845,000

4,400,000

4,400,000

0

4,400,000

4,400,000

4,400,000

0

4,400,000

4,400,000

4,400,000

0

4,400,000

交付金事業の評価課室 奥州市政策企画部政策企画課



Ⅱ．事業評価個表

番号 措置名 交付金事業の名称

2 地域活性化措置 宮古市閉伊川漁業協同組合増殖事業補助金

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 宮古市

交付金事業実施場所 宮古市閉伊川流域

交付金事業の概要

　宮古市では、総合計画において東日本大震災の影響により大きく減少した観光客を取り戻す
べく、地域観光資源の活用等による観光の振興を図ることとしています。地域観光資源の一つ
として、河川漁業の魅力である魚類資源を維持するため、閉伊川漁業協同組合が実施する増殖
事業に要する経費の一部を補助します。

交付金事業に関係する都道府県又
は市町村の主要政策・施策とその
目標

【宮古市】
Ⅱ（活力に満ちた産業振興都市づくり）‐3（水産業の振興）‐⑥（河川漁業の推進）
目標値：閉伊川漁協遊猟券発行件数　4,160件（R6）

事業開始年度 令和５年度 事業終了（予定）年度 令和５年度

事業期間の設定理由 ―



うち文部科学省分

うち経済産業省分

　閉伊川漁業協同組合が実施するアユ、ヤマメ、イワナ等の種苗放流などの増殖事業を支援することで、魚類資
源の回復を図り、河川漁業の魅力を取り戻し、遊漁者の減少に歯止めをかけることが期待できます。これによ
り、持続可能な河川漁業の振興が図られるとともに、来訪者の経済活動や、「閉伊川釣り大会」などの観光資源
としての活用による観光産業の振興も図られます。

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

交付金事業の活動指標及び
活動実績

活動指標

稚魚放流量

交付金事業の成果目標及び
成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和５年度
閉伊川漁協遊漁券発行件
数

閉伊川漁協遊漁券発行実
績件数

成果実績 件 4,808

目標値 件 4,160

達成度 % 115

評価年度の設定理由

事業終了後速やかに評価を実施するため

交付金事業の定性的な成果及び評価

総事業費 令和３～５年度総事業費

交付金充当額 17,053,000 円

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

補助金の交付 随意契約 閉伊川漁業協同組合 9,550,000

計

交付金事業の総事業費等 備考

交付金事業の担当課室 宮古市産業振興部水産課

交付金事業の評価課室 宮古市企画部企画課

5,890

5,430

108

令和５年度

5,930

5,430

109

令和３年度 令和４年度 令和５年度

5,406,000

5,406,000

0

5,406,000

5,728,000

5,728,000

0

5,728,000

5,919,000

5,919,000

0

5,919,000

活動実績

活動見込

達成度

単位

kg

kg

%

令和３年度

5920

5430

109

令和４年度



別紙
Ⅰ．事業評価総括表 

　（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

（単位：円）

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は間接交付

金事業者名
交付金事業に要した

経費
交付金充当額 備 考

2
公共用施設に係る整
備、維持補修又は維持
運営等措置

1
公共用施設に係る整
備、維持補修又は維持
運営等措置

西和賀町湯田農業者トレーニン
グセンター敷地内舗装路盤改良

事業
西和賀町 6,576,000 6,576,000

岩手県遠野市救急資器材更新事
業

遠野市 4,950,000 4,950,000

西和賀町総事業費

9,451,200

遠野市総事業費

4,950,000



Ⅱ．事業評価個表

番号 措置名 交付金事業の名称

1
公共用施設に係る整備、維持補修
又は維持運営等措置 西和賀町湯田農業者トレーニングセンター敷地内舗装路盤改良事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 西和賀町

交付金事業実施場所 西和賀町湯本

交付金事業の概要

　湯田農業者トレーニングセンターは、昭和62年に建設された社会体育施設であり36年経過しているため、敷地内
駐車場の舗装路盤が経年劣化により、パッチ補修では対応不可能な状況まで悪化し、駐車場内の歩行、車両通行及
び駐車に支障をきたしています。
　このことから、当該トレーニングセンターの敷地内駐車場について本交付金の活用により舗装路盤改良工事を行
うことで、利用者の歩行並びに車両の通行及び駐車が支障なく行えるようになるほか、駐車場内の安全性の向上及
び隣接する保育園への安全上の不安も軽減されるなどの効果が期待されます。
　　湯田農業者トレーニングセンター敷地内舗装路盤改良工事　1,042.6㎡

交付金事業に関係する都道府県又
は市町村の主要政策・施策とその
目標

　第２次西和賀町総合計画　後期基本計画　目標２　地域に誇りを持ち、豊かな心を育てるまち
基本施策（３）だれもが参加できる生涯スポーツの振興　②社会体育施設の整備
取組の内容：住民が様々なスポーツに気軽に参加できるよう体育施設の計画的な改修や集約など適切な維持管理に
努めるとともに、学校体育館などの既存施設を有効活用できるよう検討します。この取組を実行していく上で、当
施設の機能維持向上、利便性を図る必要があります。

事業開始年度 令和５年度 事業終了（予定）年度 令和５年度

事業期間の設定理由 ―



うち文部科学省分

うち経済産業省分

令和５年度

1,042.6

1,042.6

100

令和５年度

6,576,000

6,576,000

0

交付金事業の成果目標及び
成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和５年度

敷地内駐車場として正
常に機能した日数50日

敷地内駐車場として正
常に利用できた日数

成果実績 日 50

目標値 日 50

達成度 % 100

評価年度の設定理由

事業終了後速やかに評価を実施するため

交付金事業の定性的な成果及び評価

　湯田農業者トレーニングセンター敷地内の舗装路盤を改良できたことにより、利用者の歩行並びに車両の通行及び駐車が支
障なく行えるようになったほか、駐車場内の安全性の向上につながりました。

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

交付金事業の活動指標及び
活動実績

活動指標 単位

敷地内舗装路盤改良面積

活動実績 ㎡

活動見込 ㎡

達成度 %

交付金事業の総事業費等 備考

総事業費 令和５年度総事業費

交付金充当額 6,576,000 円

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

計

交付金事業の担当課室 西和賀町生涯学習課

6,576,000

敷地内舗装路盤改良事業 指名競争入札 有限会社　高幸建設 9,451,200

交付金事業の評価課室 西和賀町企画課



Ⅱ．事業評価個表

番号 措置名 交付金事業の名称

2
公共用施設に係る整備、維持補修
又は維持運営等措置 岩手県遠野市救急資器材更新事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 遠野市

交付金事業実施場所 遠野市青笹町

交付金事業の概要

　遠野市消防本部遠野消防署救急自動車３台を運用して救急活動を行っており、そのうちの２台
に積載の半自動体外式除細動器は、配備後10年以上経過しているため、経年劣化、定期点検の終
了に伴い故障時などの対応に不具合が生じており、計画的な更新が必要となっています。
　また、自動式心マッサージ器リチウムイオンバッテリーは、寿命３年、５年経過すると作動し
なくなることから、計画的な更新が必要となっています。
　このことから、半自動体外式除細動器は、平成23年に整備して以来11年を経過していること、
自動式心マッサージ器リチウムイオンバッテリーは、平成30年にバッテリー交換し５年ごとの
バッテリー交換が必要なことから、本交付金の活用により整備し消防救急体制の充実強化を図る
ことで、災害時に有効な救急活動を期待できるものです。
・半自動体外式除細動器　１台更新
・自動式心マッサージ器リチウムイオンバッテリー　１個更新

交付金事業に関係する都道府県又
は市町村の主要政策・施策とその
目標

第２次遠野市総合計画後期基本計画　目標　安心安全な地域づくり
　基本施策（１）防災・消防・救急の強化　①地域防災施設・設備の整備
　取組の内容：多様化、複雑化する災害活動を安全かつ効率的に遂行するため、消防職員及び消
防団員の安全装備品や消防資器材の充実を図ります。

事業開始年度 令和５年度 事業終了（予定）年度 令和５年度

事業期間の設定理由 ―



うち文部科学省分

うち経済産業省分

交付金事業の成果目標及び
成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和５年度
災害対応割合100％ 出動回数÷市内発生件数

×100
成果実績 % 100

目標値 % 100

達成度 % 100

評価年度の設定理由

事業終了後速やかに評価を実施するため

交付金事業の定性的な成果及び評価

　本交付金の活用により救急資機材を更新し、消防救急体制の充実強化を図ることができ、災害発生時に有効な救急活動が行
えるようになりました。

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

単位 令和５年度

遠野市消防本部遠野消防署・救急資器材購入 活動実績 台・個 1

活動見込 台・個 1

達成度 % 100

交付金事業の総事業費等 令和５年度 備考

交付金事業の活動指標及び
活動実績

活動指標

総事業費 4,950,000 令和５年度総事業費

交付金充当額 4,950,000 4,950,000 円

0

4,950,000

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

物品売買契約 指名競争入札 株式会社三櫻 4,950,000

計

交付金事業の担当課室 遠野市消防本部遠野消防署

交付金事業の評価課室 遠野市消防本部遠野消防署



別紙
Ⅰ．事業評価総括表 

　（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

公共用施設に係る整
備、維持補修又は維持
運営等措置

二戸市道路維持設備整備
事業

二戸市 4,400,000 4,400,000

交通指導車、防犯車購入
事業

八幡平市 1,424,000 1,424,000

二戸市総事業費

4,730,000

八幡平市総事業費

1,898,627

3 地域活性化措置
花巻市立大迫保育園運営
事業

花巻市 5,581,000 5,581,000

花巻市総事業費

17,436,600

（単位：円）

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は間接交付

金事業者名
交付金事業に要した

経費
交付金充当額 備 考

2
公共用施設に係る整
備、維持補修又は維持
運営等措置

1



Ⅱ．事業評価個表

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 二戸市

交付金事業実施場所 二戸市安比字堰代地内

交付金事業の概要

　当市では凍結防止対策として定置式凍結防止剤散布装置（以下、”散布装置”と記す）を市内各所に設置して、
液状塩化カルシウムを散布している。
　この液状塩化カルシウムを散布装置へ供給するために貯蔵タンクを有しているが、このタンクの老朽化や、液状
塩化カルシウムを抜き出す際の作業性の悪さが問題となっていることから更新するものである。
　購入数：液状塩化カルシウムタンク20,000ℓ　１基

交付金事業に関係する都道府県又
は市町村の主要政策・施策とその
目標

第２次二戸市総合計画
平成28年度～令和７年度
地域力・行政力・共創
道路　生活に身近な道路をつくる　道路の安全を確保する
■主な取り組み■
冬期間の安心した生活環境を確保するために、凍結対策を検討する。

事業開始年度 令和５年度 事業終了（予定）年度 令和５年度

事業期間の設定理由 ―

1
公共用施設に係る整備、維持補修
又は維持運営等措置 二戸市道路維持設備整備
事業

番号 措置名 交付金事業の名称



うち文部科学省分

うち経済産業省分

交付金事業の評価課室 二戸市建設課

交付金事業の総事業費等 備考

総事業費 令和５年度総事業費

交付金充当額 4,400,000 円

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

計

交付金事業の担当課室 二戸市建設課

4,400,000

物品購入 一般競争入札 橋爪商事株式会社三戸支店 4,730,000

% 118

評価年度の設定理由

事業完了後、速やかに評価を実施するため

交付金事業の定性的な成果及び評価

 作業員の安全確保及び作業効率の改善が図られ、凍結路面の解消と安全な道路環境の維持につながった。今後も安
全な道路環境の維持に努めたい。

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

交付金事業の活動指標及び
活動実績

活動指標 単位

液状塩化カルシウムタンク１基購入

活動実績 基

活動見込 基

達成度 %

交付金事業の成果目標及び
成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和５年度

液状塩化カルシ
ウム受入れ

液状塩化カルシウム受
入れ20,000ℓ

成果実績 ℓ 23,678

目標値 ℓ 20,000

達成度

令和５年度

1

1

100

令和５年度

4,400,000

4,400,000

0



Ⅱ．事業評価個表

交付金事業に関係する都道府県又
は市町村の主要政策・施策とその
目標

八幡平市総合計画　　目標６　基本方針の実現化にあたって
基本施策（４）安心・安全なまちづくり　施策の方向性：通勤通学時の安全の確保や、交通事故
や犯罪が起こらない地域を目指し、防犯灯の整備・充実や、地域での見守り、交通指導、防犯活
動に努めます。

事業開始年度 令和５年度 事業終了（予定）年度 令和５年度

事業期間の設定理由 ―

番号 措置名 交付金事業の名称

2
公共用施設に係る整備、維持補修
又は維持運営等措置 交通指導車、防犯車購入
事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 八幡平市

交付金事業実施場所 八幡平市叺田

交付金事業の概要

　市内の交通安全啓発及び防犯活動は、市交通指導隊、防犯隊により、それぞれ実施されており
ますが、このうち安代地区において啓発活動を行う際に使用している青色回転灯を搭載した車両
は、平成８年の購入後、26年経過しているため車両の不調が報告されており、更新が必要であ
る。



うち文部科学省分

うち経済産業省分

交付金事業の担当課室 八幡平市企画財政課

交付金事業の評価課室 八幡平市防災安全課

総事業費 1,424,000 令和５年度総事業費

交付金充当額 1,424,000 1,424,000 円

0

1,424,000

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

物品購入（小型自動車） 指名競争入札 株式会社みちのくクボタ八幡平店 1,343,639

計 1,898,627

随意契約 株式会社小山田商店 497,200

物品購入（スタッドレスタイヤ） 随意契約 株式会社みちのくクボタ八幡平店 57,788

単位 令和５年度

交通指導車の購入 活動実績 台 1

活動見込 台 1

達成度 % 100

交付金事業の総事業費等 令和５年度 備考

交付金事業の活動指標及び
活動実績

活動指標

交付金事業の成果目標及び
成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和５年度
安心・安全なまちづくり 交通指導隊・防犯隊活動

回数
成果実績 件 3,782

目標値 件 3,700

達成度 % 102

評価年度の設定理由

事業終了後速やかに評価を実施するため

交付金事業の定性的な成果及び評価

　車両の更新により、車両の不調がなくなり、交通事故や犯罪が起こらない地域の実現に向けて継続的な交通安全
啓発及び防犯啓発の活動を行うことができた。

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無

無



Ⅱ．事業評価個表

交付金事業に関係する都道府県又
は市町村の主要政策・施策とその
目標

花巻市まちづくり総合計画長期ビジョン（平成26年度～令和5年度）
花巻市まちづくり総合計画第3期中期プラン（令和2年度～令和5年度）
基本政策3-1「子育て環境の充実」の中の1施策として「子育て支援の充実」を掲げ、待機児童を解消し、一層の児
童を受け入れるための保育士確保対策を必要としている。
　施策の成果指標：保育所の待機児童数（人）
　令和5年度目標：0人

事業開始年度 令和５年度 事業終了（予定）年度 令和５年度

事業期間の設定理由 ―

番号 措置名 交付金事業の名称

3 地域活性化措置 花巻市立大迫保育園運営
事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 花巻市

交付金事業実施場所 花巻市大迫町

交付金事業の概要

　市立保育所運営にかかる経費のうち、大迫保育園に勤務する正規保育士８名分の人件費(給料）に交付金を充当す
るものです。
　当市では、子育て支援サービスを実施するための保育士不足や、保護者の就労活動等による保育所の入所希望に
応えられずに待機児童が発生しており、保育士確保対策が必要となっています。
本事業により、市立保育所の運営を支援することは、保育所の安定的経営に寄与し、保護者が安心して子育てと仕
事の両立を図ることができる子育て環境の整備を行うことに貢献することが期待されます。



うち文部科学省分

うち経済産業省分

交付金事業の評価課室 花巻市教育部こども課

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

人件費 雇用 ８名 17,436,600

計

交付金事業の担当課室 花巻市総合政策部秘書政策課

5,581,000

交付金事業の総事業費等 備考

総事業費 令和５年度～ 総事業費合計

交付金充当額 5,581,000 円

令和５年度

5,581,000

5,581,000

0

交付金事業の活動指標及び
活動実績

活動指標 単位

保育所開園日数 活動実績 日

活動見込 日

達成度 %

令和５年度

293

293

100

交付金事業の成果目標及び
成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和４年度
保育所の入所児童率 3月における入所児童

数÷施設定員×100
成果実績 ％ 98

目標値 ％ 100

達成度 % 98

評価年度の設定理由

事業終了後速やかに評価を実施するためです。

交付金事業の定性的な成果及び評価

　市内全体の保育施設利用状況は、令和６年３月時点で入所率98.23％となり、保育士不足等が要因で66
人の待機児童が発生したが、当該交付金を活用しながら保育士を配置した大迫地域においては、令和６年
３月時点で79人の園児が利用し、待機児童はゼロであった。

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無

無



別紙

Ⅰ．事業評価総括表 

　（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

北上市総事業費

33,055,000
4 地域活性化措置

北上市日本現代誌歌文学館管理
事業

北上市 6,330,000 6,330,000

7 地域活性化措置
岩手県電源立地地域対策交付金
事業（雫石町立御明神保育所運
営事業）

雫石町 5,178,000 5,178,000
雫石町総事業費

9,362,100

8 地域活性化措置 岩手町立川口保育所運営事業 岩手町 4,400,000 4,400,000
岩手町総事業費

10,926,000

5 地域活性化措置
盛岡市立さくらがおか保育園運
営事業

盛岡市 9,732,000 9,732,000
盛岡市総事業費

15,036,000

6 地域活性化措置
一関市立一関あおば保育園運営
事業

一関市 4,400,000 4,400,000
一関市総事業費

8,355,500

岩泉町学校給食共同調理場整備
事業

岩泉町 4,960,000 4,960,000
岩泉町総事業費

5,170,000

滝沢市総事業費

17,840,900

2
公共用施設に係る整
備、維持補修又は維持
運営等措置

伐採木粉砕機購入事業 八幡平市 3,000,000 3,000,000

八幡平市総事業
費

3,630,000

1
公共用施設に係る整
備、維持補修又は維持
運営等措置

令和５年度普通河川巣子川改
修工事

滝沢市 4,400,000 4,400,000

3
公共用施設に係る整
備、維持補修又は維持
運営等措置

（単位：円）

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は間接交付

金事業者名
交付金事業に要した

経費
交付金充当額 備 考



Ⅱ．事業評価個表

事業期間の設定理由 改修箇所数と各年度の予算規模を考慮し、３ヵ年を事業期間として設定しております。

交付金事業に関係する都道府県又
は市町村の主要政策・施策とその
目標

滝沢市総合計画における位置付け
【政策】ひとにやさしく安全・安心で活力あふれるまちをつくります。
【基本施策】河川砂防・雨水排除施設の整備
【計画のビジョン】生活基盤を整備、維持することにより、子どもから高齢者までが、安全で安心して暮らすこ
とができる、ひとにやさしいまちづくりを目指します。
【目標】普通河川巣子川　改修実施箇所 2箇所

事業開始年度 令和４年度 事業終了（予定）年度 令和６年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 滝沢市

交付金事業実施場所 滝沢市葉の木沢山

交付金事業の概要

　葉の木沢山地内において雨水を安全に流下させるため、巣子川の土羽護岸改修工事が2箇所必要となっており
ます。そこで本交付金を使用し、護岸の改修工事を実施します。
改修工事実施箇所 N=2箇所　改修延長 L=72.0ｍ
　令和4年度　設計延長　L=72.0ｍ
　令和5年度　工事延長　L=32.0ｍ、護岸工 A=135.0㎡（片岸）
　令和6年度 工事延長　L=40.0ｍ、護岸工 A=191.2㎡（両岸）

番号 措置名 交付金事業の名称

1
公共用施設に係る整備、維持補修
又は維持運営等措置 令和５年度普通河川巣子川改
修工事



うち文部科学省分

うち経済産業省分

交付金事業の契約の概要

交付金事業の評価課室 滝沢市都市整備部河川公園課

株式会社L･O･JAPAN 17,840,900

計

交付金事業の担当課室 滝沢市都市整備部河川公園課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

改修工事実施 指名競争入札

総事業費

交付金充当額

交付金事業の総事業費等

交付金事業の活動指標及び
活動実績

令和６年度

備考

活動指標

改修工事実施箇所
（令和５年度は改修する

１箇所の設計業務）

%

令和５年度

1

1

100%

令和４年度

4,400,000

4,400,000

活動実績

活動見込

達成度

交付金事業の成果目標及び
成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和６年度

災害に強いまちだと感
じている人の割合

評価年度の設定理由

改修を計画している2箇所の工事が完了する令和６年度を評価年度に設定しております。

交付金事業の定性的な成果及び評価

　令和５年度は、雨水を安全流下させるための改修工事２箇所のうち、１箇所完了しました。

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

災害に強いまちだと感
じている人割合52.1％

成果実績 %

目標値 % 52

達成度

単位

箇所

箇所

%

令和４年度

2

2

100%

総事業費合計

8,800,000 円

4,400,000

令和５年度

4,400,000

4,400,000

0

4,400,000

令和６年度

0



Ⅱ．事業評価個表

事業期間の設定理由 ―

番号 措置名 交付金事業の名称

2
公共用施設に係る整備、維持補修
又は維持運営等措置 伐採木粉砕機購入事業

交付金事業に関係する都道府県又
は市町村の主要政策・施策とその
目標

八幡平市総合計画　目標６　基本方針の実現化にあたって
基本施策（２）交通網・道路網の維持・整備　施策の方向性：生活関連道路の整備や既存道路網の適正な維持管
理により、道路機能を確保するとともに、冬期間の交通に支障が無いように除雪体制の充実を図ります。

事業開始年度 令和５年度 事業終了（予定）年度 令和５年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 八幡平市

交付金事業実施場所 八幡平市野駄

交付金事業の概要

　八幡平市で管理する市道の実延長は947kmで、特にも中山間地域の道路沿いには自生の支障木が多数生育して
おり、車両等の道路通行に支障がある枝等がないか定期的に巡回確認を行い、適宜枝打ち・撤去を行っている。
近年は枝打ちの必要な路線が拡大しており、それに伴う撤去後の支障木処理に苦慮している。撤去後の支障木は
市所有地に集積し、適正に処理しているところではあるが、後処理に時間を要するため道路通行に必要な枝打ち
作業時間の確保が困難になってきているため、伐採木粉砕機を購入しようとするものです。



うち文部科学省分

うち経済産業省分

% 100

交付金事業の評価課室 八幡平市建設課

阿部農機株式会社　安代支店 3,630,000

計

交付金事業の担当課室 八幡平市企画財政課

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

物品購入 指名競争入札

3,000,000

交付金充当額 3,000,000 円

交付金事業の総事業費等 備考

総事業費 総事業費合計3,000,000

3,000,000

0

交付金事業の活動指標及び
活動実績

活動指標 単位

支障木粉砕機の購入

活動実績 台

活動見込 台

達成度 %

令和５年度

1

1

100

令和５年度

交付金事業の成果目標及び
成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和５年度

支障木の処理

評価年度の設定理由

事業後速やかに評価を実施するため

交付金事業の定性的な成果及び評価

　粉砕機の導入によって、支障木の後処理に要する時間の大幅な縮減したことから、支障木の処理能力が向上
し、支障木による道路通行に支障ある路線の減少につながり、道路の安全安心走行が可能となった。

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

稼働日数 成果実績 日 8

目標値 日 8

達成度



Ⅱ．事業評価個表

交付金事業の概要

　岩泉町学校給食共同調理場は町内9校（小中学校8校、高等学校1校）に学校給食を提供していますが、調理機
器の多くは整備後十数年経過しているため、経年劣化が生じており、計画的な更新が必要となっています。この
ことから、整備後数十年を経過している消毒保管機について、本交付金の活用により整備し、安全安心な給食を
提供することで、心身共に健康でたくましく生き抜く児童生徒の育成に資するものです。
　調理機器　２台購入

交付金事業に関係する都道府県又
は市町村の主要政策・施策とその
目標

岩泉町未来づくりプラン　基本目標１
誰もが健康で学び幸せな生涯が咲き誇る「生きがいの花」基本方針（３）
生涯を通じて学んでいくことができる教育環境の構築
４学校保健、給食の充実と食育の推進取組の内容：老朽化している学校給食共同調理場の設備や施設の改築を進
めます。
目標：岩泉町学校給食共同調理場調理機器整備計画

事業開始年度 令和５年度 事業終了（予定）年度 令和５年度

事業期間の設定理由 ―

番号 措置名 交付金事業の名称

3
公共用施設に係る整備、維持補修
又は維持運営等措置 岩泉町学校給食共同調理場整備事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 岩泉町

交付金事業実施場所 岩泉町尼額地内



うち文部科学省分

うち経済産業省分

%

活動実績

活動見込

達成度

令和３年度 令和４年度 令和５年度

3

3

100

3 2

2

100 100

0

5,473,000

5,473,000

0

交付金事業の担当課室 岩泉町政策推進課

交付金事業の評価課室 岩泉町学校給食共同調理場

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

備品購入 指名競争入札 三菱商事株式会社 5,170,000

計

5,473,000

4,960,000

4,960,000

交付金事業の活動指標及び
活動実績

活動指標

調理機器購入

単位

台

台

交付金事業の総事業費等

3

4,960,000

備考

総事業費 令和３～５年度　総事業費

交付金充当額 15,968,000 円

令和３年度 令和４年度 令和５年度

5,535,000

5,535,000

0

5,535,000

交付金事業の成果目標及び
成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和４年度

安全安心な給食の提供
日数（３学期分）39日

調理機器整備後の給食
の提供日数（３学期
分）

成果実績 日 39

目標値 日 39

達成度 % 100

評価年度の設定理由

事業終了後速やかに評価を実施するため

交付金事業の定性的な成果及び評価

　調理機器整備計画書に基づく更新により経年劣化による故障や機能低下を改善し、児童生徒に安全安心な学校給食を提供し
てきました。　しかしながら学校給食共同調理場に整備されている調理機器には、整備から十数年以上経過している調理機器
が未だに存在し、安全安心な学校給食を提供するため、次年度においても計画的な調理機器の更新が必要となっています。

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無

無



Ⅱ．事業評価個表

北上市本石町

交付金事業の概要

　当市はまちづくりの基本施策の一つとして「文化芸術及びスポーツを核とした地域活性化」を掲げ、芸術文化
活動を促進する環境と機会の充実を図ることとしています。北上市日本現代詩歌文学館は日本唯一の詩歌専門の
文学館であり、芸術文化活動の普及・拡充に欠かすことの出来ない施設です。当事業においては、北上市日本現
代詩歌文学館の指定管理料のうち、10月～12月の３ヵ月分の事業費に交付金を充当します。

交付金事業に関係する都道府県又
は市町村の主要政策・施策とその
目標

北上市総合計画2021～2030
基本方針３：すべての世代が活躍出来る環境づくり
基本施策3-2：文化芸術及びスポーツを核とした地域活性化
市民芸術祭の参加者数（出演者、出品者、入場者）　現状値（R１）：31,950人　目標値（R12）：35,000人
さくらホールの利用者数　現状値（R１）：255,083人　目標値（R12）：289,000人
週1回以上スポーツ・運動を行っている人の割合　現状値（R１）：23.9％　目標値（R12）：35％

事業開始年度 令和５年度 事業終了（予定）年度 令和６年度

事業期間の設定理由 ―

番号 措置名 交付金事業の名称

4 地域活性化措置 北上市日本現代誌歌文学館管理事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 北上市

交付金事業実施場所



うち文部科学省分 円

うち経済産業省分

交付金事業の担当課室 北上市まちづくり部生涯学習文化課

交付金事業の評価課室 北上市企画部政策企画課

活動指標 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度

北上市日本現代詩歌文
学館開催イベント数

活動実績 回 2 4 5

活動見込 回 7 4 6

達成度 ％ 28

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

施設管理 指定管理 一般財団法人日本現代詩歌文学館運営協会 33,055,000

計

0 0 0 18,959,000

6,307,000 6,322,000 6,330,000

交付金事業の総事業費等

総事業費

交付金充当額

令和３年度 令和４年度 令和５年度 備考

6,307,000 6,322,000 6,330,000 令和３年度～令和５年度

6,307,000 6,322,000 6,330,000 総事業費計

交付金事業の活動指標及び
活動実績

100 83

交付金事業の成果目標及び
成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和７年度

日本現代詩歌文学館開
催の講座等の参加者数
250人（R７年度）

日本現代詩歌文学館開
催の講座等の参加者数

成果実績 人

目標値 人 250

達成度 %

評価年度の設定理由

令和７年度の成果実績を目標値として設定しているためです。

交付金事業の定性的な成果及び評価

令和７年度の評価に向け、目標達成に向けた更なる取組みが必要です。

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無

無



Ⅱ．事業評価個表

―

番号 措置名 交付金事業の名称

5 地域活性化措置 盛岡市立さくらがおか保育園運営事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 盛岡市

交付金事業実施場所 盛岡市山岸

交付金事業の概要

　保育所運営に係る経費のうち、同保育所に勤務する正規保育士５名分の人件費に充当するもの(令和５年度７
月分から令和６年２月分の８カ月分の本俸分)。
子どもを安心して育てることができる地域社会の実現に向けて、子育て支援の拠点としての保育所の役割はます
ます重要となっています。本事業による市立保育所運営の支援により、保育所の安定的運営に寄与し、保護者が
安心して子どもを産み育てる子育て環境の充実を促進することができます。

交付金事業に関係する都道府県又
は市町村の主要政策・施策とその
目標

【岩手県盛岡市】
市の子ども子育て事業について、盛岡市子ども・子育て支援事業計画の基本目標１「全ての子どもが健やかに育
つ環境づくり」のため、幼児期の教育・保育の充実を実施施策の一つとしています。
目標：待機児童数０人

事業開始年度 令和５年度 事業終了（予定）年度 令和５年度

事業期間の設定理由



うち文部科学省分 円

うち経済産業省分

交付金事業の担当課室 盛岡市子育てあんしん課

交付金事業の評価課室 盛岡市子育てあんしん課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

人件費 雇用 保育士5名 15,036,000

計

交付金事業の総事業費等

総事業費

交付金充当額

令和３年度 令和４年度 令和５年度 備考

10,024,000 9,705,000 9,732,000 令和３年度～令和５年度

10,024,000 9,705,000 9,732,000 総事業費計

交付金事業の成果目標及び
成果実績

単位

％

％

％

評価年度の設定理由

児童入所率は当該年度で評価が可能なためです。

交付金事業の定性的な成果及び評価

　令和４年度まで交付金事業実施場所であった、きたくり保育園がある厨川地区と比較してさくらがおか保育園がある山岸地
区は保育需要が少ないことが原因となり３歳未満児童入所数が例年より低くなったが、保育所の安定的運営に寄与し、保護者
が安心して子どもを産み育てる子育て環境の充実を促進することができ、少子化対策、保護者の子育てに対する不安の解消及
び就労の援助等をサポートすることにつながった。
今後も保育サービスに対する需要は増すことが見込まれることから、保育所の安定的運営に資するため保育士の安定的な配置
により保育需要へ対応できる運営を行い、定員以上の受け入れを実施する。

３歳未満児童入所率
100%

３歳未満児童入所実
績数÷３歳未満児童
入所定員数×100

（％）

成果実績 67

目標値 100

達成度 67

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

成果目標 成果指標 評価年度 令和7年度

令和５年度

294

294

100%

活動指標 単位 令和３年度

0 0 0 29,461,000

10,024,000 9,705,000 9,732,000

交付金事業の契約の概要

令和４年度

保育所開園日数等

活動実績 日 293 293

活動見込 日 293 293

達成度 ％ 100% 100%

交付金事業の活動指標及び
活動実績



Ⅱ．事業評価個表

事業期間の設定理由 ―

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 一関市

交付金事業実施場所 一関市山目

交付金事業の概要

　保育園運営に係る経費のうち、同保育園に勤務する正規職員の保育士５名分の人件費（2023年8月分から2023
年12月分の本俸分）に交付金充当することにより、入所児童の充足率を図るための保育士を確保し、保育園の安
定的な運営、保育環境の充実を図るものです。

交付金事業に関係する都道府県又
は市町村の主要政策・施策とその
目標

一関市総合計画後期基本計画（R3～R7）の分野別計画3「自ら輝きながら次代の担い手を応援するまち」の１
「子育て」 幼児教育及び保育環境の充実を示しています。
入所児童の充足を図るための保育士確保。
目標値：入所児童充足率90％以上

事業開始年度 令和５年度 事業終了（予定）年度 令和５年度

番号 措置名 交付金事業の名称

6 地域活性化措置 一関市立一関あおば保育園運営事業



うち文部科学省分 円

うち経済産業省分

活動指標 単位 令和３年度 令和４年度

保育所開園日数等

活動実績 日 293 293

活動見込 日 293 293

達成度 ％ 100 100

交付金事業の担当課室 一関市生活環境課

交付金事業の評価課室 一関市生活環境課

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

人件費 雇用

交付金事業の総事業費等

総事業費

交付金充当額

令和３年度 令和４年度 令和５年度 備考

4,400,000 4,400,000 4,400,000 令和３～５年度

4,400,000 4,400,000 4,400,000 総事業費計

計

0 0 0 13,200,000

4,400,000 4,400,000 4,400,000

保育士５名 8,355,500

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

交付金事業の活動指標及び
活動実績

令和５年度

293

293

293

交付金事業の成果目標及び
成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和５年度
入所児童充足
率90％以上

入所児童数/利
用定員×100
（％）

成果実績 % 79.3

目標値 % 90

　転勤など家庭の事情による入退所があり結果的に児童入所数が例年より低くなりましたが、本交付金事業による市立あおば
保育園運営の支援として、同保育園に勤務する保育士５名分の人件費を充当することにより、保育園の安定的な運営に貢献で
き、保護者が安心して子どもを産み育てることのできる保育環境を整備することができました。これにより、保護者の子育て
と就労の両立をサポートすることが可能となります。次年度も引き続き同事業の実施により保育環境の充実を目指します。

達成度 % 88.1

評価年度の設定理由

児童入所率は当該年度で評価が可能なため。（評価時期：年度末）

交付金事業の定性的な成果及び評価



Ⅱ．事業評価個表

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 雫石町

交付金事業実施場所 雫石町御明神地内

交付金事業の概要

雫石町立御明神保育所運営にかかる経費のうち、同保育所に勤務する正規職員の保育士６名分（うち１名は９月
末で退職）の人件費に交付金を充当したものです。（令和５年度　８月分から令和６年２月分の本俸分）

交付金事業に関係する都道府県又
は市町村の主要政策・施策とその
目標

町の子ども子育て事業について、第三次雫石町総合計画前期基本計画（R2～R5）の「【施策大綱２】いきいきと
ともに幸せを感じるまち」の施策2-3-1に「安心して子育てできる環境を整えます」として、「子育て支援サー
ビスの推進」、「経済的支援の充実」などの基本方向を示している。
目標：入所児童率　90％

事業開始年度 令和５年度 事業終了（予定）年度 令和５年度

事業期間の設定理由 ―

番号 措置名 交付金事業の名称

7 地域活性化措置 岩手県電源立地地域対策交付金事業（雫石町立御明神保育所運営事業）



うち文部科学省分 円

うち経済産業省分

評価年度 令和４年度

％ 96.7 99.6

交付金事業の担当課室 雫石町町民課環境対策室

交付金事業の評価課室 雫石町町民課環境対策室

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

人件費 雇用 保育士６名 9,362,100

計

5,073,000 5,203,000 5,178,000

交付金事業の総事業費等

総事業費

交付金充当額

令和３年度 令和４年度 令和５年度 備考

5,073,000 5,203,000 5,178,000 令和３年度～令和５年度

5,073,000 5,203,000 5,178,000 総事業費計

交付金事業の活動指標及び
活動実績

令和５年度

293

293

100

活動指標 単位

0 0 0 15,454,000

令和３年度 令和４年度

保育所開園日数等

活動実績 日 238 243

活動見込 日 246 244

達成度

交付金事業の成果目標及び
成果実績

単位

％

％

％

評価年度の設定理由

事業終了後速やかに評価を実施するため

交付金事業の定性的な成果及び評価

交付金を保育士給与に充当することにより、保育士の適正な配置を実施することができ、その結果定員を超える児童の受け入
れが可能となりました。このことから、次年度以降についても同様に事業を継続実施してまいりたいと考えております。

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

入所児童率
90％以上

入所児童数/申
込児童数×100

（％）

成果実績 100

目標値 90

達成度 111

成果目標 成果指標
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成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

90

達成度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 岩手町

交付金事業実施場所 岩手町大字川口

交付金事業の概要
　岩手町立川口保育所運営に係る経費のうち、同保育所に勤務する正規職員の保育士６名分の人件費に交付金を
充当するものです。（令和５年７月分から令和６年２月分の本俸分）

交付金事業に関係する都道府県又
は市町村の主要政策・施策とその
目標

　町の子ども子育て事業について、岩手町総合計画前期基本計画（2021～2025）の「【基本目標４】幸せと笑顔
があふれる健康福祉のまち」の19「子育て支援の充実」のうち、「安心して子どもを産み育てる環境の整備」目
標：入所児童率　100％

事業期間の設定理由 ―

交付金事業の成果目標及び
成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和５年度

入所児童率を90％以上
入所児童数/申込児童数

×100（％）

成果実績 % 100

目標値 %

評価年度の設定理由

事業終了後速やかに評価を実施するためです。

交付金事業の定性的な成果及び評価

保育所の安定的運営に寄与し、保護者が安心して子どもを産み育てる子育て環境の充実を促進することができ、少子化対策、
保護者の子育てに対する不安の解消及び就労の援助等をサポートすることにつながりました。今後も保育所の安定的運営に資
するため保育士の安定的な配置により保育需要へ対応できる運営を行います。

事業開始年度 令和５年度 事業終了（予定）年度 令和５年度

% 111

番号 措置名 交付金事業の名称

8 地域活性化措置 岩手町立川口保育所運営事業



うち文部科学省分 円

うち経済産業省分

令和５年度

293

293

100

令和５年度

保育所開園日数等
（日祝祭日除く）

活動実績 日

活動見込 日

達成度 ％

交付金事業の担当課室 岩手町町民課

交付金事業の評価課室 岩手町健康福祉課

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

人件費 雇用 保育士６名 10,926,000

計

交付金事業の総事業費等

総事業費

交付金充当額

備考

令和５年度

総事業費計

4,400,000

4,400,000

4,400,000

0

4,400,000

交付金事業の活動指標及び
活動実績

活動指標 単位



別紙

Ⅰ．事業評価総括表 

　（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

岩手県遠野市救急資器材更新事
業

遠野市

釜石市総事業費

4,400,000

426,800 426,800
遠野市総事業費

426,800

交付金充当額 備 考

（単位：円）

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は間接交付

金事業者名
交付金事業に要した

経費

1
公共用施設に係る整
備、維持補修又は維持
運営等措置

2
公共用施設に係る整
備、維持補修又は維持
運営等措置

釜石市橋野地区消防屯所建設事
業（基金造成）

釜石市 4,400,000 4,400,000



Ⅱ．事業評価個表

交付金事業の概要

　現在使用しているAEDトレーナーは平成20年に購入したもので、購入から15年以上が経過し経年劣化が著しく、動作不良等の不
具合が見られる。市民や事業所を対象として行っている応急手当講習会等で機器に不具合が生じた場合、有意義な講習会を実施
することは困難と考えられる。今回の機器更新は、より有意義な講習会等を実施するために整備が必要と考えられる。
　AEDトレーナーを更新することで有意義な講習会を実施することが可能となり、市民の期待に応えることができる。
　また市民による一次救命処置の質も向上され、傷病者の救命率の向上に大きく期待できる。

交付金事業に関係する都道府県又
は市町村の主要政策・施策とその
目標

第２次遠野市総合計画後期基本計画　目標　安心安全な地域づくり
　基本施策（１）防災・消防・救急の強化　②防災組織体制の充実
　取組の内容：救命率の向上に向けた救急救命士の育成、応急手当普及員を養成することによる応急手当講習の啓発、普及を推
進し、救急体制の充実と医療機関等の連携を強化します。

交付金事業実施場所 遠野市青笹町

事業開始年度 令和５年度 事業終了（予定）年度 令和５年度

事業期間の設定理由 ―

番号 措置名 交付金事業の名称

1
公共用施設に係る整備、維持補修
又は維持運営等措置 岩手県遠野市救急資器材更新事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 遠野市



うち文部科学省分

うち経済産業省分

令和５年度

4

4

107

目標値 件 90

達成度 % 118

評価年度の設定理由

事業終了後速やかに評価を実施するため
交付金事業の成果目標及び
成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度

426,800

交付金事業の定性的な成果及び評価

　本交付金の活用により救急資器材を更新し、応急手当講習の啓発、普及を推進することが出来た。

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

式

交付金事業の総事業費等 備考

総事業費 令和５年度総事業費

達成度 % 100

令和５年度

426,800

426,800

0

令和５年度
応急手当講習会90件実施 応急手当講習会実施件数 成果実績 件

交付金充当額 426,800 円

交付金事業の活動指標及び
活動実績

活動指標 単位

遠野市消防本部遠野消防署・救急資器材購入 活動実績 式

活動見込

交付金事業の評価課室 遠野市消防本部遠野消防署

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

物品売買契約 指名競争入札 株式会社三櫻 426,800

計

交付金事業の担当課室 遠野市消防本部遠野消防署



Ⅱ．事業評価個表

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 釜石市

交付金事業実施場所 釜石市

交付金事業の概要

　橋野地区で現在供用している消防屯所は、老朽化が著しいことに加え、新たな洪水ハザードマップで消防屯所を
含む橋野町の住宅密集地が浸水区域に指定されたことから、安全な地区に新たな消防屯所を整備する必要がある。
　また、人口減少及び少子高齢化の影響により消防団員が減少しており、地域の安全安心を確保するため、消防団
の再編を進めており、新たに整備する消防屯所は、その拠点としての機能を有するものである。
　しかしながら、新型コロナウイルス感染症拡大や人口減少に伴い市税等の減少が予想される中、公共施設の更新
に係る財源確保が課題になっている。
　このため、市の建設に係るコストの一時的な財政負担の弾力化を図りつつ、老朽化した消防屯所を統廃合し安全
な地区に建設することを目的に、令和３年度から令和6年度まで当該施設建設のための基金を造成するもの。
　※基金造成額計画額　15,580,000円

番号 措置名 交付金事業の名称

2
公共用施設に係る整備、維持補修
又は維持運営等措置 釜石市橋野地区消防屯所建設事業（基金造成）

事業開始年度 令和３年度 事業終了（予定）年度 令和７年度

交付金事業に関係する都道府県又
は市町村の主要政策・施策とその
目標

【主要政策・施策】第六次釜石市総合計画（令和３年度～令和12年度）
　基本目標　過去に学びみんなが命を守れるまち
　　施策２　地域防災力の向上
　　　施策2-1　地域防災機能の充実　2　自主防災組織と消防団活動の活性化
　　施策３　多重防御による防災・減災対策
　　　施策3-2　ソフト対策を加えた多重防御　1　避難経路や避難場所の整備

事業期間の設定理由 建設のためには、土地の購入・埋蔵文化財調査・造成・建設の工程が必要であり、スケジュール上、着工から４年必要です。



うち文部科学省分

うち経済産業省分

%

評価年度の設定理由

事業完了予定である令和７年度とした。

交付金事業の定性的な成果及び評価

令和７年度の目標に向け確実に事業を行っていきます。

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

令和５年度

4,400,000

交付金事業の総事業費等 備考

交付金事業の活動指標及び
活動実績

活動指標

交付金事業の成果目標及び
成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和７年度

消防団活動に対する体
制の整備

第７分団各部の団員
平均人数

成果実績 人

目標値 人 10.0

達成度

単位 令和５年度

基金造成額

活動実績 円 4,400,000

活動見込 円 4,400,000

達成度 % 100%

交付金事業の担当課室 釜石市総務企画部総合政策課

交付金事業の評価課室 釜石市総務企画部総合政策課

総事業費 総事業費合計

交付金充当額 4,400,000 円

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

基金造成 積立 4,400,000

計

4,400,000

4,400,000

0


